
 

罪を犯した議員に対する議会としての対応 

――議会改革を政治倫理に連動させる葉山モデルの構築―― 

山梨学院大学大学院研究科長・法学部教授 
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神奈川県葉山町議会議員（細川慎一議員、以下細川議員（前であるが便宜上議員とする））

が、覚せい剤取締法で逮捕・起訴され、その後刑が確定した。葉山町民だけではなく、全

国の地方自治に関心がある国民に衝撃が走った。議員がこのような罪を犯す驚き、刑の確

定後も辞職しない驚き、辞職しない理由として意味をはき違えた「多様性」を強調する驚

き、いわば 3 つの驚きである。 

議会は、議員の職にとどまることを問題視し、いくつかの対応を行った。その詳細は、

後に確認するが、刑の確定後も辞職しないことが許される法体系の壁があった。今回、そ

の法体系を踏まえて懲罰の中で最も重い除名処分を行ったが、その処分さえ手続きの過程

で覆る可能性があった。その細川議員が議会の除名処分に対して審査を知事に申し立て（8

月 15 日）、その後知事が申し立てを棄却している（12 月 20 日）。とはいえ、６か月以内に

横浜地方裁判所に審決の取り消しの訴えを提起することができる。 

議員の性格上、多様性が重視され、多数派の意思で少数派が排除されないという原則を

踏まえながら、二度とこのような議員を登場させないこと、つまり罪を犯した議員に対し

て議会の対応として現行法体系の壁を把握しそれを少しでも是正するための連続的措置、

いわば葉山モデルを考えることにしたい。 

原則を確認しておきたい。 

① 議員は有権者の厳粛な信託を得て活動すること。したがって、一度議員となれば、政

治的な圧力に屈することの無いように活動できる保障が必要である。ここから議員の

身分は保障されることになる。 

② とはいえ、今回の犯罪を含めて、議員が罪を犯した場合にも、その保障制度が壁にな

り、「居直る場合」には、議員の身分をはく奪することは困難である。通常は、それ

だけの罪を犯した場合、「名誉職」という規定は地方自治法上ないが、選挙で選出さ

れた選民＝議員として、その身の律し方（辞職等）について議員は当然理解できてい

ることが想定できる。 

③ その際、「居直り」の理由は、正当なものは想定できないが、今回の「理由」は、罪

を犯しその後十分反省して、社会のために活動している方に極めて失礼なものである。 

④ 法令の「空白」を踏まえて、法令自体の改正が目指されなければならないが、それ以

前でも、議会改革の視点から、その法令上の「空白」を埋める作業が必要である。つ

まり、従来から実践してきた議会改革を、今回の事件に応用することである。条例体

系の整備、議会改革の政治倫理への連動、選挙の際の明言、住民と考える、議会から

法律改正の提案、といった葉山モデルの構築である。 
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葉山モデルは、名誉なことでは決してない。しかし、従来行ってきた議会改革があるか

らこそ作動できる。葉山モデルは、従来の議会改革の応用である。 

 

１．葉山モデル――議会改革を政治倫理に連動させる葉山モデル 

 葉山モデルの要素は、５つである。条例体系を構築すること、これらを活用しつつ議会

改革を政治倫理に連動させること、選挙も意識すること、住民と考えること、そして議会

から法律改正を提案することである。これらは、議会が取り組んできた議会改革の延長、

つまり展開である。つまり、条例体系を構築し、住民と考えることを基本としている。 

① 議会改革を政治倫理に連動させるための条件整備（条例体系）――葉山モデル

Ⅰ 

ⅰ議会基本条例に政治倫理について明記する（議員の役割・資質について前文、

条文の明確化）。→改正して充実 

ⅱ政治倫理条例の中に事情変更の場合についての辞職勧告とともに、自ら辞職

する努力義務を明記（職務関連犯罪の後に挿入）＝公務外非行関連（飲酒運転・

交通事故等を含む）する。公務外非行関連については、葉山町職員の交通違反

等にかかる懲戒処分の指針や人事院懲戒処分の指針（後掲資料）についてなど

を参考に別表として政治倫理条例に添付する。→改正して充実 

ⅲ議員報酬の一時差し止めを可能とする（議員報酬等の条例改正済み）。 

 

② 議会改革を政治倫理に連動させる（プロセス）――葉山モデルⅡ 

ⅰ選挙後（一般・補欠）すぐに議会基本条例・政治倫理条例等の研修 

ⅱ議会基本条例・政治倫理条例についての宣誓 

ⅲ議会基本条例・政治倫理条例等に即して活動 

ⅳ議会基本条例・政治倫理条例のバージョンアップ（見直し）を恒常的に図る 

 

③ 選挙時でも議論する――葉山モデルⅢ 

選挙戦では、議会基本条例・政治倫理条例への賛否を明示する（それと総合計

画）。なお、選挙時の公約等とは異なる活動（公約、被選挙権にかかわる変更、

会議規則等に反する場合、犯罪など）をした場合の対応を明記した政治倫理条

例の策定は前提となる。 

 

④ 住民と考える――葉山モデルⅣ 

ⅰ情報を提供する（議会だよりを通常号だけではなく臨時号も発行している） 

ⅱ議長の声明を出して議会としての原則や対応を明示している。 

ⅲ住民と考える場を提供している（2017 年 2 月 4 日） 
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⑤ 議会からの法律改正の提案――葉山モデルⅤ 

現行法体系の穴を埋める。「禁錮以上の有罪判決が確定し刑の執行猶予が付い

た場合も被選挙権の欠格事由とする」ことのように、公職選挙法改正を議会か

ら提案する（すでに意見書として提出済）。議会からの政策法務である。現場

から全国に発信する。 

 

２．今回の事件の対応の難しさ――法律の「空白」 

（１） 辞職しない 

① 名誉ある職として辞職しない 

② 議会基本条例・政治倫理条例を無視 

③ 「兵糧攻め」でも 

④ 辞職しない理由として「多様性」 

（２） 法律の「空白」：議員資格をめぐる法律の発想――多様性と議員の自律性の重視 

現行法体系では、ⅰ被選挙権を広く取り、後は有権者に委ねる、ⅱ一度当選したらその

資格は問わない（被選挙権の規定は遵守、判断は議会）。つまり、当選後の事情変更（犯罪

等）については被選挙権を侵さない限り問わない。ⅲ選挙時には情報提供するのが原則で

ある。経歴詐称などは問題となるが、誤った情報、あるいは提供しない場合、そして議員

となってからの身分について重要な変更については、住民が判断する。リコール、および

住民自治の根幹としての議会が判断する。その際、前者は解職、後者については法令上空

白領域となっている。 

① 被選挙権については広く 

公職選挙法では、被選挙権については広くとっている。多様性を重視するとと

もに、有権者が判断する姿勢である。議員選挙に立候補するには、禁錮以上犯

罪（執行が終了すれば可）、職務犯罪関連、選挙犯罪、政治資金犯罪について

は厳格に判断しているが、それら以外は可能である。 

② 当選して議員になってからも広く 

当選して議員になってからも広くとっている＝議員の自律性の保障である。被

選挙権がなくなると、失職（特別多数）する（自治法 127①（公選法 99））。ま

た、議会運営上の問題、懲罰における除名も可能である（定数 3 分の 2 以上で

特別多数（4 分の３以上））（自治法 134、135）。そのほか、住民の直接請求に

より議員の解職は可能である（有権者の 3分の１、住民投票）（自治法80－85）））。

これらを考えれば失職、除名、解職のハードルは高く、議員の自律性は保障さ

れている。 

（３） 除名処分に関する法令の解釈 

除名処分をめぐる要件のうち今回の論点となる通説（一般に準拠するという意味程度で）

を確認しておきたい。 
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① 議会外にまで及ばない 

 議員が議会活動と全く関係なく行った「私人としての非行が懲罰処分の対象となるかど

うかということについて、会議規則の羈束力は、議員の職務と全く関係ない一私人として

の私行に及び得ない」という解釈である。最高裁判決でも議会の運営とまったく関係のな

い議場外の個人的行為は懲罰事由とならないとしている。 

② 事犯のあった会期中に処理すべき 

 前回以前の会期における事犯を後の会期においてとり上げることはできないというもの

である。 

 

表１ 懲罰（自治法 134）関連部分の「通説」 

＜対象＞ 

 会議規則違反を理由とする懲罰について問題になるのは、会議規則中に「議員は議会

の体面を害するようなことをしてはならない」又は「品位を損なうようなことをしては

ならない」というような規定のある場合において、議員が議会活動と全く関係なく行っ

た「私人としての非行が懲罰処分の対象となるかどうかということであるが、会議規則

の羈束力は、議員の職務と全く関係ない一私人としての私行に及び得ないという点から、

この問題については消極に解すべきものと思う（行実 昭 23 6 14 、昭 23 7 9）。

判例においても議会の運営と全く関係のない議場外の個人的行為は懲罰事由とならない

としている（最高裁 昭 28 11 20）。 

 議員の議会外の行動に懲罰を科することができないというのが原則であるが、議会の

委員会の視察中の行動、秘密会での議事内容を外部に漏らすといった議会の活動の一環

又は議会の活動と密接に関係を有する場合には場所的には議場又は議会の延長にして事

項的には議会の運営に関するものと認められるべき事項に限り、特に懲罰を科すること

ができると解される（福岡地裁 昭 24 12 28 参照）。 

  

＜処理の時期＞ 

 懲罰は秘密会の議事の漏洩によるもののほかその事犯のあった会期中に処理すべきで

あって、前回以前の会期における事犯を後の会期においてとり上げることはできないと

解する。つまり会期不継続の原則の適用があるということである。もっとも、当該会期

における事犯が、議会閉会中における委員会の継続審査に付されることによって、次の

会期において懲罰を科しうるものである（行実 昭 26 12 5）。なお、陳謝又は戒告の

議決があって当該会期中にこれを行い得なかったような場合についても、次の会期にお

いて陳謝をさせ又は戒告することも可能とされるが、閉会中の継続審査に付さないで、

次の会期において懲罰を付することはできないとすべきである（なお国会においては、

国会法第 121 条の 2 において、会期の終了日又は前日に生じた懲罰事犯について会期不

継続の原則の例外の措置が規定されているが、本法にそのような規定はない）。秘密会の
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議事の漏洩ということは、常に会期中に起きるというものではないからこれは自ら他の

ものとは別であって、秘密会の秘密性が継続する限り、事犯より後の会議においてこれ

を処理して差しつかえないと解せざるを得ない（行実 昭 25 3 18）。 

出所：松本英昭『新版 逐条地方自治（第 8 次改定版）』学陽書房、2015 年、より抜粋。 

 

（４） 審決書の論理 

① 審理関係人（細川議員）の主張と処分庁（知事）の主張（審決書（12 月 20 日）） 

審理関係人（細川議員）の主張 処分庁（知事）の主張 

（1） 申請人は、覚せい剤を使用し、

有罪判決を受けたことは事実で

あるが、申請人が覚せい剤を使

用していたのは、自宅やビデオ

ボックス、外部店舗のトイレ等

であるため、議員活動とは無関

係であり、議会の運営や秩序と

も関係はなく、懲罰事由とはな

らない。 

（2） 申請人が議員控室で覚せい剤を

使用したことを刑事の捜査段階

で認めたことは事実であり、そ

の使用事実も認めるが、一度だ

けであり、平成 27 年の 12 月末

であった。 

また、申請人が議員控室で使用

した当時、議会の日程は終了し

ており、覚せい剤を使用したの

は、議会や委員会の準備のため

ではなく、外部団体での講演の

資料作りをしていた際であった

ことから、同室で使用した覚せ

い剤の効果が及んでいる状態で

議場内での活動を行ったという

事実はない。 

（3） 申請人が平成 28 年 7 月 20 日開

催の全員協議会において、議員

控室での覚せい剤使用と議会前

（１） 場所的には議場・議会外

において生じた行為であって

も、事項的にそれが議会の存

立や活動と密接な関係を有

し、たとえば議会の円滑な運

営を阻害するような場合や、

議会の品位を汚してその権威

を失墜させるようなものであ

るような場合には懲罰の対象

とすることができると解すべ

きである。 

（２）  申請人は、議員控室に

覚せい剤を持ち込み使用した

こと、及び議会前に能力を発

揮するために使用したことを

全員協議会で認めており、覚

せい剤の影響を受けながら議

場・議会に臨んだことも容易

に推測され、申請人のこの行

為が議会の品位を汚し、権威

を失墜させ、懲罰事由となる

ことに疑問の余地はない。 

（３） 申請人が全員協議会にお

いて、不十分ながら初めて事

実関係を説明し、議員控室で

の覚せい剤の所持・使用と議

会前の能力を発揮するために

使用したことを認めたことか
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に能力以上の力を発揮するため

に使用したことを認めた事実は

なく、仮に万が一認めたと判断

されても、認めたことによって

議会の運営を阻害することには

ならず、懲罰事由とならないこ

とも明らかである。 

（4） 懲罰動議については、会議規則

第 109 条第 2 項の規定により、

「懲罰事犯があった日から起算

して 3 日以内」に提出する必要

があるが、常識的に考えて「懲

罰事犯があった」とは、懲罰事

犯が「発生した日」を意味する

ことは明らかであり、懲罰事犯

を「知った日」とする処分庁の

解釈は、無理な解釈というべき

である。 

また、仮に懲罰時事犯を「知っ

た日」から起算しても、処分庁

は平成 28 年 7 月 20 日開催の全

員協議会の数か月前から、申請

人による議員控室での使用行為

を把握しており、動議までには

3 日以上が経過していたことは

疑いのない事実である。 

（5） 法の均衡を考えた場合、覚せい

剤の使用が公職選挙法（昭和 25

年法律第 100 号）では失職とな

らない一方で、懲罰として除名

されるのは不当であり重過ぎ

る。 

ら懲罰事由が明確となったの

であり、刑事法廷における冒

頭陳述によって、申請人によ

る同室での覚せい剤使用を判

断したものではない。 

本件は、秘密裏に敢行された破

廉恥事件であって、犯行の時か

ら懲罰事犯の発生を起算する

のは不合理であり、懲罰事由が

明確となった時から起算する

のが相当である。 

（４） 申請人が何の躊躇もため

らいもなく、堂々と議員控室

（会派室）に覚せい剤を持ち

込み、使用していた行為は、

議会の品位と尊厳を著しく損

なうことはもとより、議員と

して、町民の信頼に値する倫

理性の自覚及び高潔性の保持

の欠如を如実に示すものであ

り、町民全体の代表者として

求められる、品位と名誉を完

膚なきまでに失墜させ、損な

わせるものである。 

（５） 議員は、特別職の公務員

として、一般職以上に、町民

全体の奉仕者として、人格と

倫理の向上に努め、品位と名

誉を損なうような一切の行為

を慎まなければならず、覚せ

い剤使用等は、論外であり、

議員資格を失って当然であ

る。 

注：「審決書」2016 年 12 月 20 日（神奈川県知事 黒岩祐治）から抜粋。 

 

② 審決書の意義と課題 
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むすび 

 従来行ってきた議会改革を政治倫理につなげること、つまり葉山モデルを提案している。

①条例体系の整備、②議会・議員によるそれを意識した活動、③政策サイクルを応用し選

挙時にも議会改革・政治倫理に対する評価（公約）、④住民とともに議会改革・政治倫理を

考える、そして⑤法律の穴を埋める法律改正の提言である。 

 すでに指摘したように、葉山モデルは名誉なことではないが、従来行ってきた議会改革

を踏まえた活動であり、今回の事件によってそれをより充実させることである。信じられ

ない事態を、今後の住民自治の推進のチャンスとして欲しい。 
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後掲資料 

資料１ 

山陽小野田市議会議員（福田勝政議員）を

めぐる動向（覚せい剤取締法違反、2015 年） 

会津若松市議会議員（佐藤勉議員）をめぐ

る動向（詐欺容疑、2016 年） 

逮捕に係る対応   

2015 年  

７月２９日 覚せい剤取締法違反（使用）の

容疑で逮捕  

  ３０日 福田議員逮捕に関する議長コメ

ント発表  

８月 ３日 全員協議会を開催し、辞職勧告

を決議 

同時に議会コメント発表  

    ６日 会派代表者が本人に面会し、辞職

勧告決議書を手交  

   ２１日 ８月分報酬支払い  

９月 １日 議員報酬条例改正、報酬の一時

差し止め（９月１日～）  

      ※９月定例会初日（議員提出議案）  

１０月 ７日 執行猶予付きの有罪判決  

同日釈放されたため、報酬の一時差し止め

を解除  

   ２１日 １０月分報酬支払い（１０月８

日～１０月３０日分）  

   ２２日 有罪判決確定を受け、一時差し

止めた報酬の不支給を決定  

（９月１日～１０月７日分）  

   ３０日 辞職願受理、本会議で許可議決  

       ※１０月臨時会（委員会構成変更の

ため） 

9 月 26 日 佐藤勉議員が生活保護費の詐

欺の容疑で逮捕された。 

同日 議長コメント発表 

9 月 27 日 各派代表者会議 今後の対応に

ついて協議 

9 月 29 日 各派代表者会議 辞職勧告を決

議すべきであるが、その前に、本人へ議員

辞職の意思の有無を確認すべき 

9 月 30 日 

議長、副議長の接見申し入れ 本人の意思に

より拒否される。 

10 月 11 日 各派代表者会議 決議案の案

文確定(10 月臨時会へ提出) 

10 月 14 日 10 月臨時会 決議案第 2 号 

佐藤勉議員に対する辞職勧告決議を可決 

同日 議長、副議長の接見申し入れ 

本人の意思により拒否される。 

決議文を警察署をとおして差し入れた。 

10 月 17 日 佐藤勉議員が詐欺罪で起訴さ

れた。 

同日 議長コメント発表 

11 月 1 日 各派代表者会議 今後の対応に

ついて協議 

11 月臨時会で再度、辞職勧告を決議すべき 

11 月 4 日 各派代表者会議 

決議案の案文確定(11 月臨時会へ提出) 

議員報酬の支給の停止に係る条例案を提出

すべき(条例案作成は、議会運営委員会に依

頼) 

11 月8日 11 月臨時会 決議案第3号 佐藤

勉議員に対する辞職勧告決議を可決 
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同日 議長、副議長の接見申し入れ 

本人の意思により拒否される。 

決議文を警察署をとおして差し入れた。 

11 月 8 日~11 月 16 日 

議会運営委員会 議員報酬等の特例に関す

る条例案の検討(計 5回) 

11 月 16 日 各派代表者会議 議員報酬等

の特例に関する条例案の確定(11 月臨時会

へ提出) 

11 月 21 日 11 月臨時会 議員報酬等の特

例に関する条例を可決 

11 月 25 日 

佐藤勉議員より辞職願が提出され、議長は

同日付けで辞職を許可した。 

同日 各派代表者会議 議長より、佐藤勉議

員の議員辞職を許可した旨の報告があった

(12 月定例会に報告案件を提出)。 

同日 辞職許可通知を警察署をとおして差

し入れた。 

 

注：山陽小野田市議会、会津若松市議会の資料を参考に作成。 
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資料３ 北海道栗山町議会基本条例の「幻の条文」（中尾修） 

6 条 市民は、議会運営・活動に対して、4 年に１回の一般選挙の投票時だけではなく、

本会議、常任委員会、特別委員会等を傍聴する等常に関心を持たなければならない。 

２ 市民は、議会に対して積極的に政策提案する討議会との連携を目指すよう努めるも

のとする。 

３ 市民は、次の一般選挙の投票時の判断基準とするため、選挙公報等における公約の

実現性及びその後の議会における議案等に対する採決態度等、議員の活動を的確に評価

するよう努めるものとする。 
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